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名古屋市地域公共交通協議会地域公共交通部会規程（案） 

 
（趣旨） 
第１条 この規程は、名古屋市地域公共交通協議会設置規約（以下「規約」という。）第 8 条

について、道路運送法（昭和 26 年法律第 183 号）の規定に基づき、住⺠の⽣活に必要な
バス等の旅客輸送の確保その他旅客の利便の推進を図り、地域の実情に即した輸送サービ
スの実現に必要となる事項として、持続可能な公共交通ネットワークの実現に向けて既存
の公共交通ネットワークを補完する地域公共交通にかかる協議を目的として設置する名
古屋市地域公共交通協議会地域公共交通部会（以下「部会」という。）の組織及び運営に関
し、必要な事項を定める。 

 
（協議事項） 
第 2 条 部会は、次に掲げる事項について協議を行うものとする。 
（１） 地域の実情に応じた適切な旅客運送の態様に関する事項 
（２） 前条の趣旨を達成するために、その他部会が必要と認める事項 
 
（組織） 
第３条 部会は、別表１に掲げる委員（以下「部会員」という。）及び臨時委員をもって組織

する。 
2 臨時委員は、協議する事項ごとに、必要に応じて設置することができる。 
3 臨時委員は、部会⻑が指名する。 
4 臨時委員は、当該事項に関する協議が終了したとき、解任されるものとする。 
 
（部会⻑） 
第４条 部会は、部会⻑１⼈を置く。 
2 部会⻑は、部会員の中から、これを互選により選任する。 
3 部会⻑は、会務を総理し、部会を代表する。 
4 部会⻑に事故があるときは、あらかじめ部会⻑の指名する部会員がその職務を代理する。 
 
（会議） 
第 5 条 部会は、部会⻑が招集し、部会⻑が議⻑となる。 
2 部会は、部会員及び臨時委員の半数以上の出席がなければこれを開くことができない。 
3 部会の議決を要する事項については、部会員及び臨時委員の出席者による全会一致を原

則とし、議論を尽くしても全会一致に至らないときは、議⻑の発議により出席者の３分の
２以上の同意で決するものとする。 

4 部会は、必要があると認めるときは、部会員及び臨時委員以外の者に対して、会議への
出席を依頼し、資料の提出及び説明等を求めることができる。 

5  部会員及び臨時委員は、会議に代理⼈を出席させることができ、代理⼈は出席者に含む。 
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（協議結果の報告） 
第 6 条 部会⻑は、部会の協議結果について、協議会に報告するものとする。 
 
（会議の公開） 
第 7 条 部会は、原則として公開するものとする。ただし、会議を公開することにより公正

かつ円滑な議事運営に支障が⽣じると認められる場合については、非公開で行うものとす
る。 

 
（庶務） 
第 8 条 部会の庶務は、協議会の事務局において処理する。 
 
（その他） 
第 9 条 この規程に定めのない事項については、部会で協議の上、定めるものとする。 
 
（運賃料金検討会） 
第１０条 部会は名古屋市地域公共交通協議会設置規約第２条第１項第３号に掲げる事項

のうち、乗合旅客輸送に係る運賃及び料金（以下「運賃等」）を協議するため、道路運送法
第９条第４項の規定に基づき、運賃料金検討会（以下「検討会」という。）をおく。 

２ 検討会は、次に掲げる事項を協議するものとする。 
（１）地域における需要に応じ、当該地域の住⺠の⽣活のための旅客の運送に係る運賃等 

に関する事項  
 （２）その他検討会が必要と認める事項  
３ 検討会の委員は、別表 2 に掲げる委員をもって組織する。 
４ 検討会に会⻑をおき、主宰者の地方公共団体の中からこれを充てる。 
５ 会⻑は、検討会を代表し、会務を総括する。  
６ 会⻑に事故がある場合には、あらかじめ会⻑が指名する者がその職務を代理する。  
７ 検討会の議決の方法は、第５条第３項に準ずる。 
８ 検討会は原則として公開とする。   
９ 会⻑は検討会での協議結果を、地域公共交通部会の部会⻑へ速やかに報告するものとす

る。 
10 前項までに定めるもののほか、検討会の運営に関して必要な事項は、会⻑が検討会に諮

り定める。 
 
附 則 
この規程は、令和 5 年 2 月 13 日から施行する。 
 
附 則 
この規程は、令和 5 年 6 月 21 日から施行する。 
 
附 則 
この規程は、令和 ６年 3 月 26 日から施行する。 
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附 則 
この規程は、令和 ６年  月 日から施行する。 
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別表１（第 3 条関係） 
 部会員 

区分 団体又は機関等 
学識経験者 公共交通に精通した大学教授等 
公共交通利用者代表 身体障害者福祉連合会等 

法第２条第２号に規定する公共交通事業
者等の代表者 

名古屋市交通局 
公益社団法⼈愛知県バス協会 
名鉄バス株式会社 
三重交通株式会社 
名古屋タクシー協会 
タクシー事業者代表 

道路管理者 
名古屋国道事務所 
名古屋市緑政土木局 

公安委員会 愛知県警察本部 
国土交通省中部運輸局⻑又はその指名す
る者 

国土交通省中部運輸局 
国土交通省中部運輸局愛知運輸支局 

一般旅客自動車運送事業者の事業用自動
車の運転者が組織する団体の代表者又は
その指名する者 

愛知県交通運輸産業労働組合協議会 

関係行政機関の職員 愛知県都市・交通局 
関係する市職員 名古屋市住宅都市局 

その他市が必要と認める者 
名古屋商工会議所 
一般社団法⼈中部経済連合会 

 
 臨時委員 

区分 
対象となる地域を代表する区の区役所が
指名する者 
対象となる地域を代表する住⺠又は利用
者 
対象となる地域において事業を営む一般
乗用旅客自動車運送事業者を代表する者 
対象となる地域を代表する警察署の指名
する者 
その他部会の運営上必要と認められる者 

 

 

 

 



資料４ 

別表２（第１０条関係） 
 委員 

区分 団体又は機関等 
市町村 名古屋市住宅都市局 
当該運賃等を定めようとする一般乗合 
旅客自動車運送事業 

 

国土交通省中部運輸局⻑又はその指名す
る者 

国土交通省中部運輸局 

関係住⺠の意⾒を代表する者として指名
する者 

 

 


